
賃貸借契約書（案） 
 
１ 契約業務名   永平寺キャンパス 電話交換機設備 賃貸借 
 
２ 契約金額    金          円 
           （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
          月額 金       円 
           （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
 
３ 契約期間     

設 備 納 入   令和２年４月下旬から５月上旬の休日 
賃貸借期間   令和２年６月１日から令和９年５月３１日まで（８４ケ月） 

 
（内訳） 

   月 額      金                円 
                  （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金    円） 
   令和２年６月１日～令和３年３月３１日 金               円 
               （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
   令和３年４月１日～令和４年３月３１日 金               円 
               （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
   令和４年４月１日～令和５年３月３１日 金               円           

           （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
   令和５年４月１日～令和６年３月３１日 金               円 
               （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
   令和６年４月１日～令和７年３月３１日 金               円 

         （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
   令和７年４月１日～令和８年３月３１日 金               円 

         （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
   令和８年４月１日～令和９年５月３１日 金               円 
               （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 
 
４ 納入場所   吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１ 

公立大学法人福井県立大学 永平寺キャンパス 
 
５ 契約保証金   金       円 

※ 契約保証金は、契約金額の年額に相当する額の１００分の１０以上。 

※ 保険証券、保証証券が提供された場合は、保険または保証に付される金額を記載。 

※ 契約事務取扱細則第３８条第１項に該当する場合は、「免除」と記載。 



 

 公立大学法人福井県立大学（以下「甲」という。）と、             （以

下「乙」という。）とは、次の条項により契約を締結する。 
 
この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通

を保有するものとする。 
 
 

令和 年 月 日 
 
 
              甲  福井県吉田郡永平寺町松岡兼定島４－１－１ 
                 公立大学法人福井県立大学 
                  理事長 山田 賢一 
 
 
              乙 
 



契 約 条 項 

   

（契約の要項） 

第１条 この契約の要項は、頭書のとおりとする。 

 

（賃貸借料の日割） 

第２条 頭書に定める賃貸借期間の始期および終期が月の途中に係るときは、当該月分の貸借料

は日割計算により算定した額とする。 

 

（契約金の支払） 

第３条 乙は、毎月末日において甲の検査を受け、当該月分の支払を甲に請求するものとし、 

   甲は乙からの適法な請求書を受理した日の翌月の 25日までに支払うものとする。 

    ただし、25日が日曜日、土曜日および国民の祝日の場合はその翌日とする。 

２  甲の責めに帰すべき理由により、前項の支払期限までに賃貸借料を支払わない場合は、

乙は甲に対して未受領金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和 24年法律第 256号）第 8条の規定により定められた割合で計算した金額を

遅延利息として請求することができる。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第４条 乙は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させて

はならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（管理） 

第５条 甲は、この契約期間中、契約物件を善良な管理の下使用しなければならない。 

 

（保険の付与） 

第６条 乙は、この契約期間中継続して、乙の負担により契約物件に損害補償保険を付与するも

のとする。 

 

（契約の解除） 

第７条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。 

 （１）その責に帰すべき理由によりこの契約に違反したとき。 

 （２）この契約を履行せず、または履行を継続することができないと認められるとき。 

 （３）誠実に業務を履行する意思がないと認められるとき。 

 （４）契約の履行につき、不正の行為をしたとき。 

 （５）契約の解除を申し出たとき。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 6

号に規定する暴力団員または同条第 2号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密接な関

係を有していると認められるとき。 

 

（違約金等） 

第８条 前条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は違約金として賃貸借期間全期間分

の賃貸借料の 100分の 10に相当する金額を甲に支払うものとする。ただし、甲に違約金

の額を超える損害が発生した時は、甲はその超過額を請求することができる。 

２ 前項の場合において、契約保証金の納付またはこれに代わる担保の提供が行われてい

るときは、甲は当該契約保証金または担保をもって違約金に充当することができる。 



 

（損害賠償請求権）  

第９条 乙は、業務の実施に当たり、乙の故意または過失により甲または第三者に損害を与えた

ときは、損害賠償の責を負うものとする。 

２ 前項の損害賠償の額は、甲が実際に被った損害額とする。 

３ 天災その他不可抗力によって生じた損害については、乙が善良なる管理者の注意義務を

怠らなかったと認める場合は、甲はこれを請求しない。 

４ 業務の履行に関し、第三者に損害が生じたときは、甲の責に帰すべき事由による場合を

除き、乙は、その損害賠償の責を負う。ただし、その損害が天災その他不可抗力による

場合は、その負担について、甲と乙が協議して定める。 

 

（契約物件の返還） 

第10条 甲は、契約期間が満了したときまたは契約解除により契約が終了したときは、使用して

いる契約物件を借受場所において現状のまま速やかに乙に返還する。 

  ２ 乙は、返還を受けた契約物件を乙の負担において速やかに撤去するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第11条 乙は、賃貸借契約実施中に知り得た秘密および甲の行政事務などで一般に公表されてい 

ない事項を他にもらしてはならない。 

 

（個人情報の保護） 

第12条 乙がこの契約に関して取扱う個人情報については「福井県個人情報保護条例（平成１４ 

年条例第６号）」の適用を受ける。 

２ 乙は、個人情報の取扱に関し、「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 
  

（グリーン購入） 

第13条 乙は、賃貸借契約の実施において物品等を調達する場合、「福井県庁グリーン購入推進 

方針（平成１３年４月２７日策定）」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第14条 この契約に定めのない事項およびこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議して定 

めるものとする。 

 

（紛争等の解決） 

第15条 この契約について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第１ 

審の管轄裁判所とする。 

 



（別紙１）契約物品一覧表

電話交換機設備　一式

品名 型番 メーカー 数量
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